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Ⅰ 結果の概要 

 

１  農林業経営体 

～農林業経営体は 23.7％減少～ 

        平成 27 年２月１日現在の農林業経営体数は 39,244 経営体となっており，前回（平

成 22 年調査。以下に同じ）に比べ 23.7％減少した。（前回全国９位→今回１３位）

このうち，農業経営体は 38,872 経営体で前回に比べ 23.4％減少した。林業経営体

数は 1,373 経営体で 35.5％減少した。 

 

              表１ 農林業経営体数     

     

 

 ２ 農業経営体 

（１） 組織形態別経営体数 

～法人化している農業経営体が 53.3％増加～ 

農業経営体を組織形態別にみると，法人化している農業経営体（前回２６位→今

回２０位）が 532 経営体で，前回に比べ 53.3％増加した。このうち農事組合法人が

135 経営体で，前回に比べ 104.5％増加した。そのほか，会社が 322 経営体で 49.1％の

増加，その他の法人が 15経営体で 114.3％の増加などとなっている。 

２ 組織形態別農業経営体数 
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（２）経営耕地面積規模別経営体数 

～10.0ha 以上の層を除き各層で農業経営体数が減少～ 

農業経営体を経営耕地面積規模別にみると，0.3ha～1.0ha 層が最も多く 13,666 

経営体で，全体に占める割合は 35.2％となった。次いで 1.0ha～2.0ha 層が 11,251

経営体で同28.9％となっており，2.0ha未満までの層で全体の66.5％を占めている。 

 前回に比べ 10.0ha 以上の層が増加したのに対して，10.0ha までの層はそれぞれ

経営体数が減少した。 

図１ 経営耕地面積規模別経営体数 

（３）経営耕地面積の状況 

～経営耕地面積が 6.1％減少～ 

    農業経営体の経営耕地面積（前回８位→今回７位）は 108,025ha となり，前回に

比べて 6.1％減少した。耕地種類別にみると，田が 96,481ha，畑が 10,946ha，樹園

地が 598ha で，前回に比べそれぞれ 4.2％，19.8％，19.6％減少した。また，経営

耕地面積のうち，借入耕地面積は 42,781ha となり，前回から 5,394ha（14.4％）の

増加となった。 

表３ 耕地種類別経営耕地面積
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（４）経営耕地面積の集積割合 

～経営耕地 5.0ha 以上の農業経営体が 10.9 ポイント増加～ 

    農業経営体の経営耕地面積規模別に経営耕地面積の集積割合をみると，5.0ha 以上 

の農業経営体が 52.4％を占め，前回に比べて 10.9 ポイント増加した。特に 30.0ha

以上の農業経営体が全体の 20.3％を占め，前回に比べて 6.3 ポイント増加した。 

 

図２ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積集積割合 

 

 

（５）農産物販売金額規模別経営体数 

～5,000 万円以上の層を除き各層で減少～ 

農業経営体を農産物販売金額規模別にみると，500 万円未満の層が 34,409 経営体 

で全体の 88.5％を占めている。 

前回と比較すると，5,000 万円以上の層のみ経営体数が増加し，その他の各層は

減少した。 

３ 農産物販売金額規模別経営体数 
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（６）農業経営組織別経営体数 

～単一経営が全体の 83.5％，全国に比べ稲作の占める割合が高い～ 

    農業経営体を農業経営組織別にみると，単一経営が 29,490 経営体で全体の 83.5％

を占めている。また，複合経営は 5,838 経営体となった。 

    単一経営を主な部門別にみると，稲作経営が 86.8％で最も多く，次いで畜産が

5.3％，野菜が 4.9％などとなっており，全国に比べ稲作の占める割合が高くなっ

ている。 

 

表４ 農業経営組織別農業経営体数の推移 

      

 

 

図４ 単一経営の主位部門の構成比 
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３ 総農家数 

  ～総農家数は 20.2％減少～ 

  総農家数（前回１６位→今回１８位）は 52,350 戸で，前回に比べ 20.2％減少した。

このうち，販売農家数は 37,533 経営体で前回に比べ 24.0％減少し，自給的農家は 14,817

経営体で 8.8％減少した。 

 

図５ 農家数の推移 

 

４ 販売農家 

（１） 主副業別農家数 

～準主業農家は 38.6％減少～ 

販売農家を主副業別にみると，主業農家は 6,970 戸，準主業農家は 10,203 戸で前回 

に比べそれぞれ 18.7％，38.6％減少した。また，副業的農家は 20,360 戸で前回に比 

べ 15.7％減少した。 

   全体に占める割合を前回と比較すると，準主業農家が 6.5 ポイント減少し，主業農

家，副業的農家はそれぞれ 1.2 ポイント，5.2 ポイント増加した。 

図６ 主副業別農家数の構成（販売農家） 

 

   注：四捨五入のため，計と内訳の積み上げが一致しない場合がある（以下，同じ）。 
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（２） 専兼業別農家数 

～第２種兼業農家は 29.8％減少～ 

   販売農家を専兼業別にみると，専業農家は 7,865 戸で，前回に比べて 8.3％減少し 

た。第１種兼業農家は 5,261 戸で 12.6％の減少，第２種兼業農家（前回，今回とも７ 

位）は 24,407 戸で 29.8％の減少となった。 

 全体に占める割合を前回と比較すると，専業農家・第１種兼業農家はそれぞれ 3.6 

ポイント，1.8 ポイント増加したが，第２種兼業農家は 5.4 ポイント減少した。 

 

図７ 専兼業別農家数の構成（販売農家） 

 

 

（３） 年齢別農業経営者数 

～65～69 歳の層のみ増加～ 

農業経営者数の年齢階層別の推移をみると，前回と比べて，65～69 歳の層のみ増加し，

その他の各層は減少した。 

図８ 年齢別農業経営者数の推移 

 

 

 



- 7 - 

（４） 農業就業人口 

～農業就業人口は 23.4％減少～ 

   販売農家の農業就業人口（前回１６位→今回１８位）は 54,315 人で，前回に比べて 

23.4％減少した。 

   また，農業就業人口の平均年齢は 65.9 歳となり，前回から 0.7 歳高くなった。 

 

図９ 農業就業人口及び平均年齢の推移（販売農家） 

 

   

また，農業就業人口の年齢階層別の推移をみると，前回と比べて，全ての年齢層で減少

しており，55～59 歳，70～74 歳及び 75歳以上の各層で大きく減少した。 

 

図 10 年齢別農業就業人口の推移 
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（５） 基幹的農業従事者 

～基幹的農業従事者数は 8.9％減少～ 

   販売農家の基幹的農業従事者数（前回１９位→今回１８位）は 41,790 人で，前回に 

比べて 8.9％減少した。 

   また，基幹的農業従事者の平均年齢は 67.0 歳となり，前回から 1.7 歳高くなった。 

 

図 11 基幹的農業従事者数及び平均年齢の推移（販売農家） 

 

   

また，基幹的農業従事者の年齢階層別の推移をみると，前回と比べて，35～39 歳，60～

64 歳，65～69 歳及び 75歳以上の各層で増加した。 

 

図 12 年齢別基幹的農業従事者数の推移 
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５ 林業経営体 

  保有山林面積規模別経営体数 

  ～林業経営体は，すべての階層で減少～ 

  保有山林面積規模別に林業経営体（1,373 経営体）をみると，すべての階層で経営体

数が減少しており，特に 500～1,000ha の階層で減少率が高くなっている。 

 また，構成割合をみると，5ha 未満が 468 経営体で，全体の 34.1％を占めている。 

 

表５ 保有山林面積規模別の林業経営体数とその増減率 

 

 

  ５ha 未満 ５～10ha 10～20ha 20～30ha 30～100ha 100～500ha 
500～

1000ha 
1000ha 以上 

 

平成 27 年    468    362    252    92    142    35    6    16 

  22 年    689    592    414    147    210    50    12    15 

増減率（％） △ 32.1 △ 38.9 △ 39.1 △ 37.4 △ 32.4 △ 30.0 △ 50.0 6.7 

構成比（％） 

（平成 27 年） 
34.1 26.4 18.4 6.7 10.3 2.5 0.4 1.2 

 

 


